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第1回中国地方における大規模地震に対する検討委員会

Ⅰ-１ 地震の規模、断層範囲

出典：中央防災会議「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会」（第1回：平成23年5月23日）資料より
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第1回中国地方における大規模地震に対する検討委員会

Ⅰ-２ 余震

出典：中央防災会議「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会」（第1回：平成23年5月23日）資料より
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第1回中国地方における大規模地震に対する検討委員会

Ⅰ-３ 震度に関する資料

出典：中央防災会議「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会」（第1回：平成23年5月23日）資料より
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第1回中国地方における大規模地震に対する検討委員会

Ⅰ-４-（１） 津波に関する資料【津波の痕跡】

出典：中央防災会議「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会」（第1回：平成23年5月23日）資料より
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第1回中国地方における大規模地震に対する検討委員会

Ⅰ-４-（２） 津波に関する資料【津波の伝搬】

出典：交通政策審議会 「港湾における津波対策のあり方」 港湾分科会 防災部会資料より

津波の観測状況
ＧＰＳ波浪計の波形データ
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第1回中国地方における大規模地震に対する検討委員会

Ⅰ-４-（３） 津波に関する資料【津波の痕跡】

出典：中央防災会議「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会」（第1回：平成23年5月23日）資料より
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第1回中国地方における大規模地震に対する検討委員会

出典：中央防災会議「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会」（第1回：平成23年5月23日）資料より

Ⅰ-４-（４） 津波に関する資料【浸水面積】
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第1回中国地方における大規模地震に対する検討委員会

Ⅰ-５-（１） 地盤沈下に関する資料

出典：中央防災会議「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会」（第1回：平成23年5月23日）資料より
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第1回中国地方における大規模地震に対する検討委員会

Ⅰ-５-（２） 地盤沈下に関する資料

出典：中央防災会議「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会」（第1回：平成23年5月23日）資料より



11

第1回中国地方における大規模地震に対する検討委員会

Ⅰ-６-（１） 液状化に関する資料

出典：中央防災会議「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会」（第1回：平成23年5月23日）資料より
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第1回中国地方における大規模地震に対する検討委員会

Ⅰ-６-（２） 液状化に関する資料 【関東】

出典：中央防災会議「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会」（第1回：平成23年5月23日）資料より
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第1回中国地方における大規模地震に対する検討委員会

Ⅰ-７ 被害に関する資料【人的被害、建物被害】

出典：中央防災会議「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会」（第1回：平成23年5月23日）資料より
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第1回中国地方における大規模地震に対する検討委員会

Ⅰ-８-（１） 人的被害の分析【死因・年齢構成】

出典：中央防災会議「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会」（第1回：平成23年5月23日）資料より
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第1回中国地方における大規模地震に対する検討委員会

Ⅰ-８-（２） 人的被害の被災事象【死因 関東、阪神】

出典：中央防災会議「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会」（第1回：平成23年5月23日）資料より
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第1回中国地方における大規模地震に対する検討委員会

Ⅰ-８-（３） 人的被害の被災事象【過去の地震との比較】

出典：中央防災会議「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会」（第1回：平成23年5月23日）資料より
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第1回中国地方における大規模地震に対する検討委員会

Ⅰ-９-（１） ライフライン・インフラの復旧時間 【電気】

出典：中央防災会議「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会」（第1回：平成23年5月23日）資料より
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第1回中国地方における大規模地震に対する検討委員会

Ⅰ-９-（２） ライフライン・インフラの復旧時間 【交通】

出典：中央防災会議「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会」（第1回：平成23年5月23日）資料より
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第1回中国地方における大規模地震に対する検討委員会

Ⅰ-１０ 役場の被災

出典：中央防災会議「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会」（第1回：平成23年5月23日）資料より
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第1回中国地方における大規模地震に対する検討委員会

Ⅰ-１１ 帰宅困難者の問題

出典：中央防災会議「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会」（第1回：平成23年5月23日）資料より
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第1回中国地方における大規模地震に対する検討委員会

ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ（テックフォース：TechnicalEmergencyControlForce）とは
大規模自然災害時に被災地方公共団体等が行う、被災状況の迅速な把握、被害の発生及び拡大防止、被災地の早期復旧、その他災害応急対策に対する技術的な支援を、円
滑かつ迅速に実施する体制を確立することを目的に平成20年度に設置されました。

Ⅰ-１２-（１） 東日本大震災 現地（東北地方整備局）での対応

発災
（3/11） 啓開

応急復旧
緊急復旧

本復旧 復興
１．地震発生からの流れ

自治体・被災者支援
・通常の災害に対して、大震災の場合は、応急復旧の前に救援ルートを確保する「啓開」と、事後の復興が追加。
・今回は、津波により沿岸自治体で大被害を受けたため、異例ながら「自治体・被災者支援」も本格的に実施。

２．発災直後
3月11日14:46 ・三陸沖を震源とする、マグニチュード9.0の地震が発生。

14:49 ・大津波警報発表。
15:23 ・国土交通省防災ヘリコプター「みちのく号」仙台空港から発進。その直後、仙台空港水没。

・所管施設（河川、道路、港湾等）の被災状況調査に着手。
・青森県庁、岩手県庁、宮城県庁、福島県庁へリエゾン（情報連絡員）を派遣。３．啓開

◇道路
○太平洋沿いの国道で甚大な被害。
→津波で被害が甚大な沿岸部への進出のため、県・自衛隊・建設業者と連携して、東北道・国道４号から三陸地区
へアクセスする「くしの歯」の救援ルートを確保（『くしの歯作戦』実施）。

◇河川
○堤防で陥没などの重大な被害。仙台空港など、海岸周辺の広いエリアで浸水。
→被災者救出、物資輸送等支援のため、道路兼用の堤防復旧に注力。『仙台空港“再生”』の第一歩に向け、排水ポ
ンプ車、照明車等を集中投入。

◇港湾
○内陸からアクセスに支障のある３港を優先的に航路啓開（宮古港、釜石港、仙台塩釜港）。

発災翌日より、全国の地方整備局のＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ（緊急災害対策派遣隊）が結集し、ヘリによる上空及び地上からの被
災状況調査を開始。
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第1回中国地方における大規模地震に対する検討委員会

Ⅰ-１２-（２） 東日本大震災 現地（東北地方整備局）での対応

４．応急復旧、緊急復旧
◇道路

・震災後1ヶ月（４月１０日）で応急復旧終了。国道４５号、６号（原発規制区域以外）全箇所の通行確保。

◇河川
・仙台空港の湛水域が低下。総排水量約500万m3。（４月１３日仙台空港国内線一部再開）
・大規模に被災した東北地整管内の河川堤防29箇所の緊急復旧事業に着手し、救援活動等に資する道路兼用堤防
5箇所を3月31日までに一般交通確保。その後4箇所完了し、全9箇所完了。

◇港湾
・被災を受けた太平洋側１０港全てで、3月23日までに係留施設が一部復旧。緊急支援物資の受入れが可能。

５．自治体、被災者支援
◇災害対策機械

・これまで、１県２５市町村へ、排水ポンプ車、照明車、対策本部車、待機支援車、衛星通信車、Ku-SATを最大１６６

台配備し、様々な復旧活動を支援。
◇リエゾン

・これまで、４県３１市町村、自衛隊へ最大96人を派遣。自治体ニーズの的確な把握と迅速な対応。

◇救援物資調達、情報提供
・3月14日から、東北地整のホームページで地震関連情報の提供開始。
救援・輸送ルートや迂回路などの交通情報、通信機能が被災した市町村の物資補給ニーズを情報提供する「臨時掲

示板」を掲載。

ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥによる排水作業及び夜間照明作業の実施。Ku-SAT（衛星小型画像伝送装置）等の衛星通信路の確保。応
急組立橋の設置。

ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥによる機械の運用支援、被災市町村への物資補給及びニーズ把握等（リエゾン）、排水対策のマネジメ
ントを支援。
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Ⅰ-１２-（３） TEC-FORCEの迅速な派遣について

○大規模自然災害における被災状況の迅速な把握や被災地の早期復旧に関し、地方公共団体等に対して技術的支援

を円滑・迅速に実施するため緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE）を創設（H20.5）。

○東日本大震災においては、国土交通大臣の指示の下、地震直後から全国の災害対応を通じて蓄積した専門知識を有

する人員や災害対策用資機材の広域運用を開始。

○最大500名を超える体制で、迅速な被災状況の把握、途絶した通信機能の確保、排水ポンプ車による湛水の排除、市

町村施設の復旧のための調査等を実施。

延べ16,507人・日活動（5月24日現在）延べ延べ16,50716,507人・日活動人・日活動（（55月月2424日現在）日現在）

地元自治体への助言

被災状況調査班
（地域ニーズの聞き取り調査）

応急対策班
（自衛隊と共に、町関係者と調整）

先遣班（ヘリ調査）

先遣班（道路被災状況調査）

情報通信班
衛星通信車を設営

応急復旧班
（排水ポンプ）

先遣班（河川被災状況調査）
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第1回中国地方における大規模地震に対する検討委員会

Ⅰ-１２-（４） 地震発災後1ヶ月間におけるTEC-FORCE活動状況

①【発災当日】計62名
・市町村等に43名を派遣
・ヘリ3機が現地調査

（5機が東日本へ移動）

②【発災翌日】計397名
・市町村等に111名派遣（以降継続）
・被災状況調査のため247名を派遣

・通信確保のため
衛星通信局3台、 4名を派遣 等

③【3日後】計511名【4日後】計521名
・被災状況調査のため323名に派遣を増強
・被災地の通信確保のため衛星通信局8台、9名に増強

・被災市町村のニーズをもとに救援物資の調達を開始

発災

④【発災後1ヶ月間】延べ9,749名
・被災状況を踏まえ、応急復旧、自治体支援、

災害対策機械操作等の部隊を派遣

被災状況調査被災状況調査

運営運営

研究者・専門官による調査研究者・専門官による調査

自治体支援・通信確保自治体支援・通信確保

［派遣人数］

応急復旧支援応急復旧支援

注1：延べ出動数の単位は人日、台日。 注2：応急復旧はTEC-FORCE、東北地方整備局職員、地元及び各地の建設業者が実施。

【全国の地方整備局からの派遣状況】

東北地整の災対本部等の指揮下で活動

（国、県、市町村等（国、県、市町村等
管理施設を調査）管理施設を調査）

（リエゾン、市町村の復旧支援等）（リエゾン、市町村の復旧支援等）

（道路の復旧、ポンプ排水等）（道路の復旧、ポンプ排水等）

合計合計

北陸地整・四国地整の排水ポンプ車北陸地整・四国地整の排水ポンプ車

出動数 延べ出動数
TEC-FORCE隊員 1,742 9,749
ヘリコプタ 8 119
衛星通信車 9 260
可搬式衛星通信局 16 345
排水ポンプ車 93 2,021
照明車 67 1,611
対策本部車等 58 1,523

24
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第1回中国地方における大規模地震に対する検討委員会

Ⅰ-１２-（５） 東日本大震災 道路被害の状況

国土交通省道路局作成
http://www.mlit.go.jp/road/bosai/20110404/road_yakuwari.html
東北地方太平洋沖地震の被災状況と道路の役割について

③国道４５号宮古大橋

②東北道（那須ＩＣ～白河ＩＣ）

①常磐道（水戸ＩＣ～那珂ＩＣ）

⑦国道３９８号（宮城県）新北上大橋

⑥国道４号福島市伏拝

⑧国道354号（茨城県）鹿行大橋

⑤国道45号歌津大橋

④国道４５号気仙大橋

○通行止め路線数・区間数

１４区間６６区間直轄国道

２１５区間４９９区間都道府県道等

２８区間９５区間都道府県等管理区間

１路線１５路線高速道路

4月20日現在総被災数
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応
急
復
旧

Ⅰ-１２-（６） 東日本大震災 道路啓開「くしの歯作戦」

太
平
洋

東
北
道
、
国
道
4
号

久慈市

宮古市

釜石市

大船渡市

陸前高田市

気仙沼市

南三陸町

石巻市

＜第２ステップ＞

太
平
洋

東
北
道
、
国
道
4
号

太
平
洋

東
北
道
、
国
道
4
号

＜第３ステップ＞＜第１ステップ＞

被災地の復旧、復興のための最重要課題～緊急輸送道路を「くしの歯型」とし、通行可能に～被災地の復旧、復興のための最重要課題～緊急輸送道路を「くしの歯型」とし、通行可能に～

第１ステップ
東北道、国道４号の縦軸ラインを確保

第２ステップ
三陸地区へのアクセスは東北道、国道４号からの横軸ラインを確保
→３月１５日、全１５ルート確保（１６日から一般車両通行可）

第３ステップ
→３月１８日、道路啓開は概ね終了。応急復旧の段階に移行。
国道４５号は、９７％が通行可能となる。

啓
開

４月１０日には、直轄国道の応急復旧が完了。

国道４号から各路線経由で国道45号、６号までの復旧状況
平成23年4月11日14時現在

震災による被災箇所の復旧作業に応じた作業方法を検討することにより、早急な復旧が可能となった

国
道
４
５
号
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第1回中国地方における大規模地震に対する検討委員会

Ⅰ-１２-（７） 東日本大震災 緊急排水「仙台空港再生」の第一歩

仙台空港再生に向けた排水作業のため、全国の地方整備局保有の排水ポンプ車を集結し、約１週間で概ね排水完了（３月２７仙台空港再生に向けた排水作業のため、全国の地方整備局保有の排水ポンプ車を集結し、約１週間で概ね排水完了（３月２７
日）日）

【緊急排水概要】3月26日時点
・排水ポンプ車配備延べ176台日
・排水開始3月20日（一部13日から開始）
・総排水量（試算）約500万m3（25mプール約14,000杯分相当）

【緊急排水概要】3月26日時点
・排水ポンプ車配備延べ176台日
・排水開始3月20日（一部13日から開始）
・総排水量（試算）約500万m3（25mプール約14,000杯分相当）

平成23年3月19日撮影

仙台空港アクセス線

仙台空港

排水ポンプ車稼動状況（平成23年３月20日）

排水効果湛水深の減少

津波による湛水状況
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Ⅰ-１２-（８） 東日本大震災 河川被害・復旧の状況

青森県青森県

岩手県岩手県

宮城県宮城県

福島県福島県

秋田県秋田県

山形県山形県 ◆津波による堤防被害状況

◆地震による堤防被害状況

①
②

⑥

被災直後（平成23年3月13日）

①北上川下流左岸0km宮城県石巻市十三浜

⑥江合川左岸27km宮城県大崎市古川渕尻

②北上川下流右岸4km宮城県石巻市針岡

直轄管理河川直轄管理河川2,1012,101箇所うち東北地整管内で箇所うち東北地整管内で1,1951,195箇所で被災。箇所で被災。（平成２３年４月20日現在）

被災直後（平成23年3月13日）

被災直後（平成23年3月13日） 復旧状況（平成23年3月25日）

復旧状況（平成23年3月27日）

復旧状況（平成23年3月27日）
江合川

北上川

緊急復旧事業として、53箇所（東北：29）で復旧中。32箇所（東北：9）が完了。（平成23年4月20日現在）
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【宮古港】
・港内浮遊物（丸太・養殖関連）
・岸壁エプロン空洞化・沈下
・防波堤水没・損壊

Ⅰ-１２-（９） 東日本大震災 港湾の被害状況

釜石港における津波防波堤の効果

（平成23年4月14日交通政策審議会港湾分科会資料）

（独）港湾空港技術研究所が数値計算を行った結果、津波防波堤はマウンドの洗
掘等により大きな被害を受けたものの、津波高の低減や防潮堤を越えるまでの時
間を遅延させる等、一定の減災効果を発揮したものと考えられる。【八戸港】

・防波堤転倒・水没
・航路埋没
・護岸ケーソン倒壊 八太郎地区北防波堤

転倒・水没状況

【久慈港】
・波除堤上部コンクリート全壊
・臨港道路損傷
・護岸倒壊

半崎地区波除堤
上部ｺﾝｸﾘｰﾄ全壊状況

港内浮遊物状況

【釜石港】
・湾口防波堤傾斜・水没
・岸壁はらみ出し
・臨港道路表層アスファルトめくれ

【大船渡港】
・湾口防波堤倒壊
・岸壁荷捌き地沈下
・岸壁上部コンクリート隆起

【石巻港】
・岸壁エプロン沈下
・臨港道路法肩部崩壊・流出
・港内浮遊物（丸太・自動車）

【仙台塩釜港（塩釜港区）】
・岸壁エプロン陥没
・岸壁はらみ出し・エプロン沈下
・港内浮遊物（自動車・養殖関連）

【仙台塩釜港（仙台港区）】
・コンテナターミナルコンテナ散乱
・岸壁エプロン沈下
・港内浮遊物（コンテナ・自動車）

【相馬港】
・防波堤傾斜・水没
・岸壁倒壊（部分的）・陥没
・多目的クレーン海中転落

【小名浜港】
・護岸エプロン沈下・はらみ出し
・岸壁エプロン沈下・陥没
・ガントリークレーン損壊

湾口防波堤消失状況
野々田地区岸壁(‐13m)

荷捌き地沈下状況

（ハネ部）

（中央部）

（中央部）

湾口防波堤（北堤）傾斜状況

湾口防波堤（北堤）堤頭部

雲雀野中央ふ頭岸壁(‐13m)
エプロン沈下・陥没状況

臨港道路雲雀野中央線
法肩部崩壊・陥没状況

東ふ頭岸壁(‐7.5m)
陥没状況

貞山ふ頭２号岸壁(‐7.5m)
エプロン沈下状況

高砂コンテナターミナル
コンテナ散乱状況

１号ふ頭第４・５号岸壁
陥没・倒壊状況沖防波堤傾斜状況

５・６号ふ頭先端護岸
はらみ出し状況

５・６号ふ頭先端護岸
エプロン沈下状況

東北地方整備局提供（平成２３年４月３日）

震災により港湾施設が被災、震災により港湾施設が被災、33月月2323日までに全日までに全1010港で係留施設が一部復旧。港で係留施設が一部復旧。
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Ⅰ-１２-（１０） 東日本大震災 港湾の復旧状況

高砂コンテナターミナル

高砂コンテナターミナル 被災前 被災後

宮城県HPより 宮城県HPより

平成２３年３月１３日高砂コンテナターミナル

高砂コンテナターミナル

宮城県HPより

高砂コンテナターミナル

高砂コンテナターミナル

高砂コンテナターミナル復旧状況（気球空撮システム撮影）

平成２３年３月２８日

フェリー埠頭 中野埠頭
高砂埠頭

流出コンテナの撤去をする作業船

平成２３年３月２１日

流出コンテナの撤去

水域啓開中の作業船

平成２３年３月２７日 平成２３年３月２７日
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Ⅰ-１２-（１１） 東日本大震災 自治体の支援（緊急排水対策）

仙台空港

•地震津波により、太平洋側沿岸で約1億1,200万m3（東京ドーム約90杯分）が湛水。（3月13日時点）
•排水ポンプ車により、4月14日までに約3,400万m3を排水。自然排水と併せ残りは約900万m3（約8％）に減少。
•湛水域の水深が50cm以上は、排水ポンプ車により４月末を目処に排水（約２００万m3）。残りは小型ポンプや海岸堤防の
復旧に併せて実施。

•地震津波により、太平洋側沿岸で約1億1,200万m3（東京ドーム約90杯分）が湛水。（3月13日時点）
•排水ポンプ車により、4月14日までに約3,400万m3を排水。自然排水と併せ残りは約900万m3（約8％）に減少。
•湛水域の水深が50cm以上は、排水ポンプ車により４月末を目処に排水（約２００万m3）。残りは小型ポンプや海岸堤防の
復旧に併せて実施。

２％２％

８％ 排水ポンプ車＋自然排水により減少

３／１３の湛水量約１億１，２００万ｍ３

排水ポンプ車で対応すべき湛水量約２００万ｍ３

４／１４の湛水量約９００万ｍ３

排水ポンプ車により２４時間体制で排水作業を実施排水ポンプ車により２４時間体制で排水作業を実施
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Ⅰ-１２-（１２） 全国のTEC-FORCE隊員と排水ポンプ車が集結

東北地整

36台

北海道開発局

4台

関東地整

8台

北陸地整

20台中部地整

10台

近畿地整

10台

中国地整

9台

四国地整

9台

九州地整

10台

作成した排水計画に基づき、排水活動を実施
（最大５地方整備局１９台が同時稼働）

■ポンプ車の配置、排水活動の実施（事例：宮城県亘理町）

■TECFORCE隊員による排水計画立案支援

■各地方整備局から集結した排水ポンプ車の活動状況

九州地整の排水ポンプ車
北陸地整・四国地整の排水ポンプ車

■被災状況（宮城県亘理町）

■排水ポンプ車の出動状況
全116台

７割が東北地方以外より集結

○ 亘理町役場職員、土地改良区、消防団の方、防災エキスパート等と協議
○ 捜索活動とも関係するため、自衛隊も参加し、排水計画を立案

32
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Ⅰ-１２-（１３） TEC-FORCE（情報通信班）が通信回線を確保

■全国各地方整備局のTEC-FORCEが３月１５日から情報通信班として、１１自治体に派遣し通信回線を確保

■派遣されたTECｰFORCEは４月１日時点で延べ２３７人

■迅速な初動対応及び応急復旧への支援として、衛星通信車・KuｰSAT（小型衛星通信装置）を設営し途絶した

通信回線の確保を図ってます。

TECｰFORCE派遣先一覧

大船渡市に衛星通信車を設営

（中部整備局TECｰFORCE）

陸前高田市に衛星通信車を設営
（近畿整備局TECｰFORCE）

石巻市に衛星通信車を設営

（北陸整備局TECｰFORCE）

田野畑村にKUｰSATを設営
（北海道開発局TECｰFORCE）

災害対策本部の通信回線
を確保

３月１６日

３月１６日３月１５日

３月２２日 ３月１７日

南三陸町に衛星通信車を設営 （近
畿整備局TECｰFORCE）

KUｰSAT

33
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Ⅰ-１２-（１４） 東日本大震災 情報提供

被災復旧状況、交通ネットワークの復旧状況をインターネット等で随時情報提供し、情報共有を図ることで旅客物流機能の確保、東
北地方への支援を円滑に進めるよう取り組んでいる。また、英語版も作成することで国内外への情報発信に努めている。

http://www.thr.mlit.go.jp/東北地方整備局ホームページ 被災された市町村の臨時掲示板

英語版
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Ⅰ-１２-（１５） 被災市町村のニーズに応じ必要物資を供給

通信手段、入手手段が確保できない初期の期間、市町村のニーズをもとに物資を調達

被災市町村 不足物資の入手も
ままならない状況

施設
関係

・庁舎、事務所がない
・パソコンがない
・電気が来ない

〃

被災者
対応

・トイレがない
・食料がない
・水がない

〃

復旧の
ための
資機材

・ガレキ処理のための
資機材がない
・緊急復旧のための資
機材がない

〃

燃料
関係

・燃料の手配がつかな
い

〃

仮設ハウス ３００棟

発動発電機 ９５基

テント ５７６張

仮設トイレ １０３９棟

飲料水 31,900本

食料 多数

カーペット 1,951m2台

ブルーシート 15,627枚

土のう袋 101,551袋

一輪車 １７０台

スコップ 740本

ガソリン 11,000㍑

軽油 36,740㍑

灯油 56,400㍑

ガスボンベ 147本

この他洗濯機、日用品等計１１９品目を調達

地方整備局職員が要
望を聞き取り
物資を調達

国交省が調達した大槌町仮庁舎

国交省が調達した南三陸町仮庁舎

船で運搬中の発動発電機

35
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Ⅱ 中国地方の自然社会状況
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※出典：総務省統計局「社会生活統計指標 -都道府県の指標- 2011」

※国土地理院刊行の「数値地図50mメッシュ（標高）日本-Ⅲ」を使用して作成

中国地方は、東西約３５０ｋｍ、南北約１５０ｋｍの横長の地形

・総 面 積 ：31,917㎢ （全国：377,915 ㎢の 8.4％）

・可住地面積 ： 8,385㎢ （全国：121,384 ㎢の 6.9％）

・可住地面積の比率： 26.3％ （全国平均：32.1％）

中

国

山

地

◆標高分布図

●地●地 勢勢
～中国山地が中央部を縦貫し、平坦な土地が少ない～～中国山地が中央部を縦貫し、平坦な土地が少ない～

ⅡⅡ--１１ 中国地方の特徴（構造）中国地方の特徴（構造）
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『この地図は、国土調査による1/500,000土地分類基本調査（地形分類図）「中国・四国」を使用し国土交通省中国地方整備局が引用したものである。』

砂礫・粘土

火山灰・ローム

砂丘砂

熔結凝灰岩

洪積砂礫（段丘堆積物を含む）

砂岩・泥岩・礫岩など（いわゆる
グリンタフを含む）（緑色凝灰岩）

砂岩・泥岩・礫岩など

砂岩・頁岩・礫岩など

石灰岩

粘板岩・砂岩・チャート・シヤー
ルスタイン（輝緑凝灰岩）

流紋岩類

安山岩類

玄武岩類

花崗岩類

斑岩・輝緑岩

蛇紋岩・橄欖岩

結晶方岩類

片麻岩類

地質境界線

断層

火山灰分布限界線

地滑り多発地帯

地盤沈下地帯

古
生
代

中
生
代

古第三紀

新第三紀
第
三
紀

第四紀

新
生
代

堆積岩類凡 例 火成岩類

火山岩類

変成岩類

深
成
岩
類

ⅡⅡ--２２ 中国地方の特徴（地質の状況）中国地方の特徴（地質の状況）
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※出典：総務省統計局
「国勢調査報告」

1980年

2005年

○総 人 口 ： 768万人（全国：12,777万人の6.0%）
○高齢者人口 ： 176万人（全国： 2,567万人の6.9%）
○高 齢 化 率 ： 22.9% （全国平均：20.1%）

～15%
15%～20%
20%～25%
25%～30%
30%～35%

35%～40%
40%～45%
45%～50%
50%～

＜凡例：高齢化(65歳以上)率＞

中山間地域や島嶼部等
で高齢化が顕著

●人●人 口口 ～進行する中山間地域での高齢化～～進行する中山間地域での高齢化～

9 .1
10. 3

12.0

1 4.5

17. 3

2 0.1

11 .4
12. 8

15 .0

17. 7
20.6

22 .9

15 .4
17. 2

2 0.1

23. 6

26.8
28 .8

0

5

10

15

20

25

30
(%)

中国地方

全国

中国地方 の
中山間地 域等

約15年早い

S55 S60 H2 H7 H12 H17

■高齢化率（65歳以上の割合）の推移

ⅡⅡ--３３ 中国地方の特徴（人口と高齢化）中国地方の特徴（人口と高齢化）
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○中国地方の中山間地域では住民の過半数が65歳以上の集落機能の維持が困難となっている集落の数が
全国の約３割。

○中国地方の集落規模は100人程度と全国的に見て非常に小さい。
○中山間地域では、二次医療機関や三次医療機関の利用圏から外れる地域がみられるが、これらの地域には

小規模高齢化集落の多くが分布。

集落タイプ 高齢化率 世帯数 備考 集落数 割合（％）

① 70％以上 ９戸以下 370 2.8

② 50％以上 19戸以下 ①除く 1,532 11.7

③ 40％以上 29戸以下 ①②除く 2,417 18.5

④ 40％未満 29戸以下 4,764 36.4

⑤ 40％以上 30戸以上 767 5.9

⑥ 40％未満 30戸以上 3,250 24.8

合計 13,100 100.0

※「過疎地域等における集落の状況における集落の状況に関する現状把握調査結果の概要」 総務省 H23.4

出典：島根県中山間地域研究センター出典：島根県中山間地域研究センター

過疎地域にある住民の過半数が65歳以上の高齢化集落数
（全国比較）

462 1027 312 324 875 561
2627

17502094
14

0
2000
4000
6000
8000

10000
12000
14000
16000

北
海
道

東
北
圏

首
都
圏

北
陸
圏

中
部
圏

近
畿
圏

中
国
圏

四
国
圏

九
州
圏

沖
縄
県

住民の過半数が65歳以上の高齢化集落数 過疎地域の集落数 ※「国土形成計画策定のための集落の状況に関する現況把握調査」 国土交通省
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ⅡⅡ--４４ 中国地方の特徴（過疎・限界集落）中国地方の特徴（過疎・限界集落）
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【凡例】

国際バルク戦略
港湾に選定

国際バルク戦略
港湾に選定

国際バルク戦略
港湾に選定

（H24年度供用予定）

国際拠点港湾 拠点空港

地方管理空港

米軍共用空港

自衛隊共用空港

重要港湾

～主要都市の地理的位置と自動車に
よる移動時間から見た位置（イメージ）～

※時間から見た県庁所在地の位置は広島市～岡山市間を基準

※出典：道路時刻表2007～2008及び規制速度等より算出

凡 例
時間距離

○ 地理的位置から見た
県庁所在地

○ 時間距離から見た
県庁所在地

5山陽側 約4時間50分

山陰側 約6時間50分

中国横断自動車道姫路鳥取線

44／52km 85％

ⅡⅡ--５５ 中国地方の特徴（主要道路・高速道路・主要港湾の状況）中国地方の特徴（主要道路・高速道路・主要港湾の状況）
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【各県毎の高規格幹線道路の整備状況】

※山陰地方の整備率は、鳥取県・島根県内の区間
を対象に算定
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○山陽側にものづくりを中心とした産業が集積し地域経済を牽引するが、商業、サービス業は相対的に弱い

臨海部における産業の分布臨海部における産業の分布
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出典：中国地方の経済圏・生活圏調査報告書（H19.3）（（財）ちゅうごく産業創造センター）

※域際収支とは、各地域内の域内生産額（域内向け生産、移出・輸出向け生産）
から域内支出額（民間消費、民間投資、政府支出）を控除して算出したもの。

基礎素材が強い

商業、サービス業で
2.5兆円の赤字！

中国地方の産業別域際収支中国地方の産業別域際収支
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代表企業
・輸 マツダ(株)
・機 三菱重工業(株) 等

代表企業
・鉄 ＪＦＥスチール(株)
・電 シャープ(株) 等

代表企業
・石 (株)ジャパンエナジー
・輸 三菱自動車工業(株)
・穀 瀬戸埠頭、

ﾊﾟｼﾌｨｯｸｸﾞﾚｰﾝｾﾝﾀｰ 等代表企業
・化 東ｿｰ(株)、(株)ﾄｸﾔﾏ、
・石 出光興産(株)
・鉄 日新製鋼(株) 等

代表企業
・輸 マツダ(株)防府工場
・化 宇部興産(株) 等

代表企業
・情 電 日立フェライト電子(株)
・情 電 三洋電機コンシューマ

エレクトロニクス（株） 等

代表企業
・情 電 シャープ米子(株)
・情 (株)島根富士通
・木 日新林業(株) 等

木

木

木 穀

紙

ⅡⅡ--６６ 中国地方の特徴（産業）中国地方の特徴（産業）
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○土砂災害危険箇所数は、広島県、島根県、山口県が全国の上位３位を占めている

昭和54年10月 豪雨
（鳥取県鳥取市）

平成21年7月 中国・九州北部豪雨
（山口県防府市）

平成17年9月 台風14号
（山陽道：山口県岩国市）

過去の主な土砂災害・水害過去の主な土砂災害・水害

水害
土砂災害

出典：都道府県別土砂災害危険箇所（国土交通省 砂防部）

※土砂災害危険箇所とは、土石流危険渓流等、急傾斜地崩壊危
険箇所等、地すべり危険箇所の合計値

※土石流危険渓流等、急傾斜地崩壊危険箇所等は、H14公表値
※地すべり危険箇所は、H10公表値

平成11年6月 豪雨
（広島市佐伯区）

100箇所未満

100箇所以上500箇所未満

500箇所以上

凡例（土砂災害危険箇所）

昭和58年7月 豪雨
（江の川：島根県江津市）

平成16年9月 台風18号
（太田川：広島市西区）

平成47年7月 豪雨
（島根県出雲市）

平成18年7月 豪雨
（島根県松江市）

平成17年9月 台風14号
（太田川：広島市安芸大田町）

平成22年７月 ゲリラ豪雨
（広島県庄原市）

土砂災害危険箇所土砂災害危険箇所（シェア）（シェア）

中部

17.4%

近畿

15.6%

中国

18.0%

四国

10.1%

沖縄

0.2%

北海道

2.3%

関東

8.4%

東北

8.9%
九州

19.0%

全国計
525,307

箇所

順位順位 都道府県都道府県 箇所数箇所数

都道府県別都道府県別
土砂災害危険箇所数土砂災害危険箇所数

１１ 広島県広島県 31,98731,987
２２ 島根県島根県 22,29622,296
３３ 山口県山口県 22,24822,248

2020 岡山県岡山県 11,99911,999

3636 鳥取県鳥取県 6,1686,168

平成11年9月 台風18号
（広島港：広島市中区）

昭和47年7月 豪雨
（広島県三次市）

ⅡⅡ--７７ 中国地方の特徴（土砂災害）中国地方の特徴（土砂災害）
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ⅡⅡ--８８ 平成２２年１２月の雪害平成２２年１２月の雪害

タンクローリーの立ち往生
緊急避難所
大山町環境改善センター

大
山
町
福
尾

琴
浦
町
八
橋

緊急避難所
琴浦町役場分庁舎

緊急避難所
大山町役場本庁

12月31日14:00頃～1月2日8:25 通行障害区間：国道９号（大山町福尾～琴浦町八橋）（22km）

至松江市

至鳥取市

赤碕テレメータ

シ ミ ュ レ ー シ ョ ン（Map)

○走行不能車両の発
生から解除まで大き
く時間短縮。

◆検証◆

（米子JCT）

2 4 h2 3h2 2 h 2 4 h2 3h2 2 h

H23.1.16
倉吉9号

11,700台/日
渋滞長 なし
迂回路 有り

6h5h4h3h2h1h

H23.1.16
倉吉9号

11,700台/日
渋滞長 なし
迂回路 有り

6h5h4h3h2h1h

4 3 h42 h 4 3 h42 h8h7 h 8h7 h

通行
止め
解除

H 2 2.1 2 .3 1～
H 2 3.1 .2
倉 吉 9号

開 放 ま で の 時 間 ：
約 4 2 時 間

1 h

H 2 2.1 2 .3 1～
H 2 3.1 .2
倉 吉 9号

開 放 ま で の 時 間 ：
約 4 2 時 間

1 h

警察へ
連絡

通行
止め
開始

走
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不

能

車

両

発

生

通行
止め
解除

通行
止め
開始

警察へ
連絡

24,500台/日
渋滞長22ｋｍ

迂回路 無し

県へ
連絡

迂回
路

除雪

迂回
路

指定
※記者発表

を実施 ※記者発表
を実施

開放までの時間：約42時間

開放までの時間：約4時間

県へ
連絡

○場所：国道９号鳥取県西伯郡大山町地内 ○降雪量：赤碕で92cmの降雪（※12/318:00から19時間）

○国道９号：大山町～琴浦町（22km） ４２時間に及ぶ通行止

境港

米子

鳥取

倉吉

鳥取県

今回通行障害区間

境港

米子

鳥取

倉吉

鳥取県

境港

米子

鳥取

倉吉

鳥取県

今回通行障害区間今回通行障害区間

◆年末の降雪概要◆

１）日時（場所）メンバー：平成23年1月6日（鳥取県庁）、国交省・鳥取県・県警

２）合意事項：①情報共有できるホットライン構築。 ②県へリエゾンの派遣。
③コンビニなど沿線からの情報収集・発信。
④交通支障の対応を、関係機関で事前協議。

鳥取県からの要望：山陰道等による、災害時等のリダンダンシー確保

◆調整会議（国土交通省・鳥取県）◆

○通行止めをシミュレーションした｢雪害カルテ｣を予め作成
○｢雪害カルテ｣には、通行規制区間（迂回路、Uターン箇所等を考慮）、規制の

タイミング、ドライバーへの情報提供ポイントを記載

◆新たな取り組み（シミュレーションの実施）◆

西伯郡大仙町豊成
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ⅡⅡ--９９ 主要港湾の津波高さ等設定状況主要港湾の津波高さ等設定状況

資料：中国地方整備局港湾空港部作成

中国地方整備局管内の主要な港湾にかかる想定地震及び想定の津波高さ等の設定状況について
※津波高さ及び堤防等の高さは東京湾平均海面（ＴＰ）を基準に表記している。
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ⅡⅡ--１０１０ 直轄河川の津波高さ等設定状況直轄河川の津波高さ等設定状況

中国地方整備局管内の一級水系 河口部 想定地震及び想定の津波高さ等の設定状況について
※津波高さ及び堤防等の高さは東京湾平均海面（ＴＰ）を基準に表記している。

※（堤防、護岸等の高さ現況）は河口部から津波遡上範囲内の最低及び最高値

資料：中国地方整備局河川部作成



第1回中国地方における大規模地震に対する検討委員会

Ⅲ 中国地方の過去の地震災害について
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Ⅲ-１ 中国地方の周辺で発生した主な被害地震（～２００７年）

出典：地震調査研究推進本部「地震活動の特徴」より
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Ⅲ-２-（１） 主な被害地震（鳥取県）

出典：地震調査研究推進本部「地震活動の特徴」より

【現在までの地震活動】

・鳥取県東部では、１９４３年に鳥取地震

（Ｍ７．２）が発生。

・県西部では、鳥取県西部地震（M７．３）

が発生。

【将来県内に影響を与えそうな地震】

・鳥取県周辺に震源域のある海溝型地震はない。

・活断層は知られていないが、南海地震や日本

海東縁部で発生する地震で被害を受ける可能

性もある。

・今後３０年以内に震度６弱以上の揺れに見舞

われる確立はやや高いと推定されている。

（陸域で発生する地震のうち、活断層が特定

されていない場所で発生する地震の場合）
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Ⅲ-２-（２） 主な被害地震（島根県）

出典：地震調査研究推進本部「地震活動の特徴」より

【現在までの地震活動】

・１８７２年に浜田地震（M７．１）が発生。

【将来県内に影響を与えそうな地震】

・島根県周辺に震源域のある海溝型地震はない。

・活断層は知られていないが、南海地震や日本海東

縁部で発生する地震で被害を受ける可能性もある。

・今後３０年以内に震度６弱以上の揺れに見舞われ

る確立はやや高いと推定されている。（陸域で発

生する地震のうち、活断層が特定されていない場

所で発生する地震の場合）
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Ⅲ-２-（３） 主な被害地震（岡山県）

出典：地震調査研究推進本部「地震活動の特徴」より

【現在までの地震活動】

・山崎断層帯で８６８年に播磨の地震が発生

（Ｍ７．１）。

・１８５４年の安政南海地震（Ｍ８．４）によ

り、津波被害があったと考えられている。

・１９４６年の南海地震（Ｍ８．０）により、

児島湾北岸、高梁川下流域で被害が発生。

【将来県内に影響を与えそうな地震】

・主要な活断層には、山崎断層帯が存在。岡山

県周辺に震源域のある海溝型地震はない。

・東南海・南海地震による著しい被害が生じる

恐れあり。

・県南部で、今後３０年以内に震度６弱以上の

揺れに見舞われる確立はやや高いと推定され

ている。（南海地震の影響に加え、岡山市、

倉敷市の軟弱地盤による。）
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第1回中国地方における大規模地震に対する検討委員会

Ⅲ-２-（４） 主な被害地震（広島県）

出典：地震調査研究推進本部「地震活動の特徴」より

【現在までの地震活動】

・安芸灘周辺で１６４９年（Ｍ７．０）、１６８６

年（Ｍ７．２）、１８５７年（Ｍ７．３）の地震

記録あり。

・平成１３年芸予地震（Ｍ６．７）が発生。

【将来県内に影響を与えそうな地震】

・主要な活断層に、五日市断層帯、岩国断層帯が存

在。海溝型には、安芸灘～伊予灘～豊後水道のプ

レート内地震がある。

・東南海・南海地震による著しい被害が生じる恐れ

あり。

・県内の多くの地域で、今後３０年以内に震度６弱

以上の強い揺れに見舞われる確立はやや高いと推

定されている。
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第1回中国地方における大規模地震に対する検討委員会

Ⅲ-２-（５） 主な被害地震（山口県）

出典：地震調査研究推進本部「地震活動の特徴」より

【現在までの地震活動】

・平成１３年芸予地震（Ｍ６．７）が発生。

・平成１７年福岡県西方沖地震（Ｍ７．０）

が発生。

【将来県内に影響を与えそうな地震】

・主要活断層として、岩国断層帯、宇部沖

断層帯、菊川断層帯がある。海溝型には、

安芸灘～伊予灘～豊後水道のプレート内

地震と南海地震がある。

・東南海・南海地震による著しい被害が生

じる恐れあり。

・県内全域で、今後３０年以内に震度６弱

以上の強い揺れに見舞われる確立はやや

高いと推定されている。
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第1回中国地方における大規模地震に対する検討委員会

Ⅲ-３-（１） 中国管内における過去の主な大規模地震（管内最大震度５以上）の発生状況

資料：中国地方整備局企画部防災課作成
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第1回中国地方における大規模地震に対する検討委員会

Ⅲ-３-（２） 中国管内における過去の主な大規模地震（管内最大震度５以上）の発生状況

資料：中国地方整備局企画部防災課作成

年月日
曜
日

時刻 Ｍ
最大
震度

最大
津波

鳥取 島根 岡山 広島 山口

管内最大震度を記録した市町
村

管内での被害状況
管内最大震度（震度５以上）

No 災害名・地震名（震央地名）
発災日時 規模等全

データ
No
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第1回中国地方における大規模地震に対する検討委員会

Ⅲ-３-（３） 中国管内における過去の主な大規模地震（管内最大震度５以上）の発生状況

［参考文献等］
①「新編日本被害地震総覧」（宇佐美龍夫）東京大学出版会1997’
②「地震年報（1994’～2004’）」（編集：気象庁，発行：（財）気象業務支援ｾﾝﾀｰ）
③「地震活動総説」（宇津徳治）東京大学出版会1999’
④「気象庁インターネット情報」

http://www.seisvol.kishou.go.jp/eq/shindo_db/shindo_index.html
⑤「総務省消防庁インターネット情報」

http://www.fdma.go.jp/bn/2006/index.html

資料：中国地方整備局企画部防災課作成

年月日
曜
日

時刻 Ｍ
最大
震度

最大
津波

鳥取 島根 岡山 広島 山口

管内最大震度を記録した市町
村

管内での被害状況
管内最大震度（震度５以上）

No 災害名・地震名（震央地名）
発災日時 規模等全

データ
No
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第1回中国地方における大規模地震に対する検討委員会

Ⅲ-４-（１） 過去の津波被害

出典：中央防災会議「災害時の避難に関する専門調査会」（第1回：平成22年12月24日）資料より
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第1回中国地方における大規模地震に対する検討委員会

Ⅲ-４-（２） 過去の津波被害（津波の特徴と被害状況）

出典：中央防災会議「災害時の避難に関する専門調査会」（第1回：平成22年12月24日）資料より
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第1回中国地方における大規模地震に対する検討委員会

Ⅲ-４-（３） 避難状況

出典：中央防災会議「災害時の避難に関する専門調査会」（第1回：平成22年12月24日）資料より
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第1回中国地方における大規模地震に対する検討委員会

Ⅲ-４-（４） 過去の津波被害（日本海中部地震）

図４－３３ 日本海中部地震の震度分布図 図４－３４ 日本海中部地震による各地の津波の高さ

［気象庁（１９８４）から作成］

出典：地震調査研究推進本部「日本の地震活動」より

昭和５８年（1983年）日本海中部地震（Ｍ７．７）
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第1回中国地方における大規模地震に対する検討委員会

Ⅲ-４-（５） 過去の津波被害（北海道西南沖地震）

図３－１３ 北海道南西沖地震の震度分布図 図３－１４ 北海道南西沖地震による各地の津波の高さ

［気象庁（１９９３）から作成］

隠岐（西郷）
島根県（美保関）

平成５年（1993年）北海道南西沖地震（Ｍ７．８）

出典：地震調査研究推進本部「日本の地震活動」より
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第1回中国地方における大規模地震に対する検討委員会

Ⅲ-５-（１） 全国地震動予測地図

出典：地震調査研究推進本部「全国地震動予測地図２０１０年版」より
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第1回中国地方における大規模地震に対する検討委員会

Ⅲ-５-（２） 全国地震動予測地図

活断層の長期評価 海溝型地震の長期評価

出典：地震調査研究推進本部「長期評価」より 出典：中央防災会議「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会」
（第2回：平成23年6月13日）資料より
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第1回中国地方における大規模地震に対する検討委員会

Ⅲ-６-（１） 東南海、南海地震の想定について

内閣府 東南海・南海地震の概要より
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第1回中国地方における大規模地震に対する検討委員会

Ⅲ-６-（２） 東南海、南海地震の想定について
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第1回中国地方における大規模地震に対する検討委員会

Ⅲ-６-（３） 東南海、南海地震の想定について
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第1回中国地方における大規模地震に対する検討委員会

Ⅲ-６-（４） 東南海、南海地震防災対策推進地域
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第1回中国地方における大規模地震に対する検討委員会

Ⅲ-７-（１） 各県の想定地震（鳥取県）

鳥取県地域防災計画【震災対策編】平成22年度修正より

地震の想定

7.4気象庁量的津波予報による波源モデル海域地震

7.3雨滝－釜戸断層

7.7山崎断層

7.2大立断層・田代峠－布江断層

7.3鳥取県西部地震断層

7.2倉吉南方の推定断層

7.2鹿野・吉岡断層（1943年鳥取地震）陸域地震

（Ｍｊ）

ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ想定地震地震種類

①鹿野・吉岡断層

②倉吉南方の推定断層

③鳥取県西部地震断層

④大立断層・田代峠－布江断層

震度分布図 液状化危険度分布図

⑤山崎断層

⑥雨滝－釜戸断層
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第1回中国地方における大規模地震に対する検討委員会

Ⅲ-７-（２） 各県の想定地震（島根県）

島根県地域防災計画【震災計画】平成22年度より

地震の想定
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第1回中国地方における大規模地震に対する検討委員会

Ⅲ-７-（３） 各県の想定地震（岡山県）

岡山県地域防災計画【震災対策編】平成23年3月修正より

地震の想定

≪参考資料≫資料編
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第1回中国地方における大規模地震に対する検討委員会

Ⅲ-７-（４） 各県の想定地震（広島県）

広島県地域防災計画【震災対策編】平成22年5月修正より

地震の想定
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第1回中国地方における大規模地震に対する検討委員会

Ⅲ-７-（５）各県の想定地震（山口県）

山口県地域防災計画【震災対策編】平成22年度より

地震の想定


